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Ⅰ はじめに 

 

呉市は，長期総合計画に掲げる将来都市像の実現に向けた基本構想に基づくまち

づくりを進めています。 

こうした状況の中，本市の財政状況については，大規模事業所の再編等により市

税収入の減少が見込まれることや，地方交付税も，人口減少に伴い減少していくこ

とが見込まれています。 

また，歳出面においては，建設地方債の計画的活用により公債費は減少するもの

の，引き続き社会保障関係費の増加が見込まれており，本市を取り巻く財政環境は

厳しさを増してきています。 

こうした状況を背景として，財政収支の見通しを立て，中長期的な視点により，

今後の財政運営に向けた方針と取組を示すものです。 

 

 

 

１ 期間 

 

「第４次呉市行政改革実施計画」と整合を図るため，令和５年度から令和９年

度までの５年間とします。 

 

 

２ 対象会計 

 

対象会計は一般会計とします。 

 

※ 財政指標については，他都市と比較を行うため，原則として普通会計として

います。 
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Ⅱ 本市の財政状況 

 

１ 歳入の推移 

 

(1) 歳入全体の状況 

市の歳入には，市税に代表される本市がその使い道を自由に決められる歳入

（一般財源）と，建設事業等の実施に伴って収入される国・県支出金や市債の

ように，使い道が限定されている歳入（特定財源）があり，前者の収入割合が

高いほど，自由度の高い，弾力性のある財政運営を行うことができます。 

ここでは，「市税・地方譲与税等」，「地方交付税」及び地方交付税の振り

替わりである「臨時財政対策債」を「主な一般財源」として分類します。 

次の「歳入決算額の推移」は，本市の歳入総額に占める「主な一般財源」，

使途が限定された「国・県支出金」等の推移を示したものです。 
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（単位：百万円） 歳入決算額の推移

その他収入

市債

（臨財を除く。）

国・県支出金

主な一般財源

 

64,326 63,843 63,953 59,960 63,221

15,925 19,644 20,801 50,105 32,490

11,067 7,826 12,300 5,077 5,555

18,692 19,101 13,104 12,505 11,804

110,010 110,414 110,158 127,647 113,070

(単位：百万円)

R3

合　　計

その他収入

市債（臨財を除く。）

国・県支出金

主な一般財源

区　　分 H17 H22 H27 R2

 

※地方譲与税等とは，地方譲与税のほか各種交付金（地方消費税交付金等）を含みます。 
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(2) 「主な一般財源」の状況 

「主な一般財源」を平成 17 年度決算と令和３年度決算で項目ごとに比較す

ると，歳入の根幹である市税収入は，給与所得者等の減少や地価の下落など

の影響により，約 18億 8,100万円（▲5.8％）の減少となっています。 

また，地方譲与税等は，地方消費税の増税により地方消費税交付金が増加

したため，約 15 億 4,300 万円（24.9％）の増加となっていますが，「地方交

付税」と地方交付税の振り替わりである「臨時財政対策債」を合計した「地

方交付税総額」は，主要な測定単位である国勢調査人口が大きく減少したこ

とや合併算定替の終了などの影響により，約 7 億 6,700 万円（▲3.0％）の減

少となっており，「主な一般財源」の総額では，約 11 億 500 万円（▲

1.7％）の減少となっています。 
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(単位：百万円)

32,185 31,837 30,799 30,334 30,304

6,205 4,123 6,147 6,531 7,748

地方交付税総額 25,936 27,883 27,007 23,095 25,169

地方交付税 22,895 22,993 22,575 19,890 22,073

臨時財政対策債 3,041 4,890 4,432 3,205 3,096

64,326 63,843 63,953 59,960 63,221

R3H17

合　　計

区　　分

市税

地方譲与税等

H22 H27 R2
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２ 歳出の推移 

 

(1) 歳出全体の状況 

市の歳出には，人件費などの義務的で任意では削減できないものと，投資

的経費のような政策判断により歳出を抑制できるものとがあり，前者の割合

が高いほど財政の硬直化が進み，弾力的な財政運営が困難になります。 

本市の歳出は，特別定額給付金等の新型コロナウイルス感染症対策が本格

化した令和２年度を除き，おおむね 1,080 億円前後の規模で推移しています。 

次の「歳出決算額の推移」は，本市の歳出総額に占める「義務的経費」

（「人件費」，「扶助費」及び「公債費」）と，「投資的経費」及び「その

他の経費」の推移を示したものです。 
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（単位：百万円） 歳出決算額の推移

その他経費

投資的経費

義務的経費

 

51,967 56,621 56,123 54,432 59,636

17,664 17,346 19,051 12,957 12,150

38,796 34,841 32,839 57,264 35,965

108,427 108,808 108,013 124,653 107,751

(単位：百万円)

R3

合　　計

義務的経費

投資的経費

その他経費

R2区　　分 H17 H22 H27

 

※令和２年度のその他経費は新型コロナウイルス感染症対策による特別定額給付

金の増，令和３年度の義務的経費は新型コロナウイルス感染症対策による子育

て世帯臨時特別給付金等の増 
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(2) 「義務的経費」の状況 

「義務的経費」を平成 17 年度決算と令和３年度決算で性質別に比較すると，

人件費は，職員数の削減等により約 51 億 6,500 万円（▲22.5％）の減少，公

債費も，普通建設事業の計画的執行により，新規借入を抑制したことで約 7

億 4,500万円（▲5.5％）の減少となっています。 

扶助費は，令和３年度の子育て世帯臨時特別給付金等の特殊要因はあるも

のの，障害者介護訓練等給付の増加などに伴い，約 135 億 7,900 万円

（88.2％）増加したことにより，「義務的経費」の総額は約 76 億 6,900 万円

（14.8％）と増加しています。 
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22,919 21,198 18,999 17,431 17,754

15,391 20,083 22,446 24,107 28,970

13,657 15,340 14,678 12,894 12,912
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※令和３年度の扶助費は子育て世帯臨時特別給付金等による増 
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３ 基金の状況 

 

基金は，特定の目的のために財産を維持し，資金を積み立てるために設置さ

れる積立基金と，特定の目的のために定額の資金を運用するために設置される

定額運用基金との，大きく二つに分類することができます。 

積立基金の中でも，「財政調整基金」は年度間の財源の不均衡を調整するた

めに積み立てている基金，「減債基金」は市債の償還財源の確保を目的に積み

立てている基金です。 

この二つの基金を合算した令和３年度末の残高は約 58 億円であり，平成 17

年度末と比較すると，約 8億 5,700万円（▲12.8％）の減少となっています。 
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（単位：百万円） 基金残高の推移
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財政調整基金

 

財政調整基金等 6,672 9,167 9,106 4,570 5,815

財政調整基金 4,858 7,571 8,030 4,043 5,288

減債基金 1,814 1,596 1,076 527 527

地域振興基金 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

その他基金 8,473 6,311 6,765 8,263 8,297

19,145 19,478 19,871 16,833 18,112

(単位：百万円)

R3R2

合　　計

区　　分 H17 H22 H27
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４ 市債残高の状況 

 

市債残高を平成 17 年度末と令和３年度末で比較すると，約 302 億 2,400 万円

（▲20.8％）の減少となっています。 

また，残高の内訳を見てみると，地方交付税の振り替わりである「臨時財政

対策債」の割合が増加しており，「臨時財政対策債」を除いた実質的な市債残

高は，平成 17 年度末と令和３年度末を比較すると，約 598 億 3,200 万円（▲

46.3％）の大幅な減少となっています。 
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臨時財政対策債 16,416 28,613 44,148 46,770 46,024

建設事業債等 129,208 108,396 89,817 72,469 69,376

合　　計 145,624 137,009 133,965 119,239 115,400

(単位：百万円)

R3区　　分 H17 H22 H27 R2
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５ 主要な財政指標の状況 

 

(1) 経常収支比率 

経常収支比率は，当該団体の財政構造の弾力性を判断する指標として用い

られており，この比率が低いほど，財政構造に弾力性があることを表してい

ます。 

本市の令和３年度の経常収支比率は，92.6％と中核市平均と比べて高くな

っています。また，令和３年度は新型コロナウイルス感染症対策などにより

地方交付税総額が増加したことにより，「主な一般財源」が前年度に比べて

大幅に増加（約 32 億 6,100 万円）したため，前年度に比べて 4.4 ポイント減

少しています。 

 

91.2

95.9

94.7

97.0

92.692.7

88.7

84.0

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

H17 H22 H27 R2 R3
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呉市 中核市平均

 

 ※本市は平成 28年度から中核市へ移行したため，それ以前の中核市平均は 

記載していません。 
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(2) 実質公債費比率 

実質公債費比率は，標準財政規模を基本とした額に対する公債費及び公債

費に準ずる経費の占める割合であり，市債を借り過ぎていないかを判断する

指標です。この比率が 25％以上になると財政健全化団体となり，一部の市債

借入に制限を受けることになります。 

本市の令和３年度の実質公債費比率は，6.9％と，新規借入の抑制などによ

り着実に改善（平成 17 年度比▲7.3 ポイント）が図られていますが，依然と

して中核市平均に比べると高くなっています。 
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実質公債費比率の推移
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※本市は平成 28年度から中核市へ移行したため，それ以前の中核市平均は 

記載していません。 

 

 



- 10 - 

 

(3) 将来負担比率 

将来負担比率は，将来，市税等の一般財源で支払っていく可能性のある負

担等の残高の程度を指標化したもので，この数値が高いほど大きな将来負担

額を抱えているということになり，この比率が 350％以上になると財政健全化

団体になります。 

本市の令和３年度の将来負担比率は，56.0％となっており，建設地方債の

計画的活用などによる市債残高の減少，債務負担行為に基づく支出予定額の

減少，職員数の適正化による退職手当負担見込額の減少などにより着実に改

善（平成 22 年度比▲83.6 ポイント）が図られていますが，中核市平均に比べ

ると，依然として高くなっています。 
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（単位：％）

将来負担比率の推移

呉市 中核市平均

 

※将来負担比率は平成 19年度からの制度であるため，平成 17年度の数値 

は記載していません。 

※本市は平成 28年度から中核市へ移行したため，それ以前の中核市平均は 

記載していません。 

 

 

６ 財政状況のまとめ 

 

市債残高の減少により，実質公債費比率及び将来負担比率については改善さ

れていますが，一方で，主な一般財源は減少し，義務的経費が増加しているた

め，経常収支比率が高い比率で推移し，財政構造に弾力性がない状況が続いて

います。加えて，財政調整基金及び減債基金の残高も減少しており，これまで

も厳しい財政運営を行ってきました。 
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Ⅲ 財政見通し（令和５年度～令和９年度） 

 

１ 財政見通し 

 

                                    
一般会計歳入・歳出の財政見通し (令和５年度～令和９年度） 

（単位：億円）

5年度
（当初予算）

6年度
（推計）

7年度
（推計）

8年度
（推計）

9年度
（推計）

5～9計

305 299 300 300 298 1,502

73 73 73 73 73 365

215 209 206 202 203 1,035

225 220 232 215 217 1,109

7 4 5 6 5 27

5 0 0 0 0 5

0 3 4 5 4 16

116 104 88 53 51 412

11 11 11 11 11 55

122 87 91 86 87 473

36 1 6 1 1 45

1,063 996 995 935 934 4,923

531 523 521 516 517 2,608

168 172 174 173 171 858

うち退職手当基金積立金 7 2 7 0 7 23

240 238 238 239 241 1,196

123 113 109 104 105 554

107 98 104 102 108 519

141 140 124 75 71 551

284 264 271 253 247 1,319

1,063 1,025 1,020 946 943 4,997

0 △ 29 △ 25 △ 11 △ 9 △ 74

1,119 1,115 1,099 1,053 1,004

71 42 17 6 △ 3

604 592 590 586 585

財政収支（歳入－歳出）

市債残高（年度末）

 財政調整基金及び
 減債基金の残高（年度末）

主な一般財源

うち臨時財政対策債

その他

うち土地売払収入

合　　　計

歳
出

義務的経費

人件費

扶助費

公債費

補助費等

投資的経費

その他

合　　　計

区　　　分

歳
入

市税

地方譲与税・交付金

地方交付税

国・県支出金

繰入金

うち財調・減債基金繰入金

うち退職手当基金繰入金

市債

 

※人件費は，退職手当基金積立金を含めた数値 

※基金残高は，予算編成時点における各年度の収支不足額を補塡した場合の残高見込額 

※「主な一般財源」とは，市税，地方譲与税・交付金，地方交付税及び臨時財政対策債の合算 

※計数は，それぞれ四捨五入によっているので，端数において合計と一致しないものがある。 
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２ 推計方法 

 

令和３年度決算額，令和４年度決算見込額，令和５年度当初予算額などに基

づいて個別に推計しています。 

今後の制度改正等が不明確なものについては，基本的に現行制度が継続する

ものとしています。 

また，事業化に向けて調整中で，実施時期，事業費，財源等が未定の事業に

ついては，今回の財政見通しに反映していません。 

＜調整中の事業＞ 

・ミツトヨスポーツパーク郷原の施設移転，再配置 

・海事歴史科学館収蔵庫棟，駐車場，屋外整備 

・幸町地区総合整備 

 

 

３ 財政見通しの概要と課題 

 

(1) 歳入の見通し 

歳入の根幹を成す市税は，人口減少，大規模事業所の再編等や固定資産税

の評価替等の要因から減少傾向で推移するものと見込んでいます。 

また，地方交付税は人口減少により減少する見込みであることから，「主

な一般財源」の総額は，減少していくものと見込んでいます。 

 

(2) 歳出の見通し 

歳出の義務的経費のうち人件費は，今後は横ばいで推移するものと見込ん

でいます。 

また，公債費も，過去に発行した市債の償還終了や借入利率の低下などに

より，減少傾向で推移するものと見込んでいます。 

このため，扶助費が増加傾向で推移しますが，義務的経費全体では緩やか

に減少していくものと見込んでいます。 

 

(3) 財政見通しの課題 

この度の財政見通しでは，各年度において，歳出に対して歳入が不足し，

令和６年度から令和９年度までの４年間で約 74 億円の財源不足が生じるもの

と見込まれています。また，この中には調整中の事業が見込まれていないた

め，これらの事業を実施することとなった場合には，財源不足が拡大し，さ

らに厳しい財政状況になると予測されます。 
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Ⅳ 今後の財政運営の方針と取組 

 

１ 今後の財政運営に向けた方針 

 

前述した財政見通しにおける収支不足額の拡大や，財政構造の硬直化を示す

経常収支比率が高い水準で推移するなど，本市を取り巻く財政環境は厳しさを

増してきています。 

しかし，こうした状況にあっても，新規事業や既存事業の拡充など，時代の

変化に伴う新たな行政需要に的確に対応していくため，安定的で持続可能な財

政運営に取り組むこととし，次のとおり目指すべき目標を定めます。 

 

【目標】   

財政構造の弾力性を示す経常収支比率と市の将来負担を示す将来負担比率に 

ついて，段階的な低減を図り，中核市の平均値程度に近付けます。 

 

 

２ 実現に向けた取組 

 

目標達成に向け，二つの視点に基づいた取組を進めることとします。 

   

(1) 第４次呉市行政改革実施計画「健全な財政運営の確保」に基づく取組 

ア 自主財源の確保 

     (ｱ) 公債権・私債権の収納対策等の強化 

     (ｲ) 課税客体の的確な把握 

     (ｳ) ふるさと納税の推進 

     (ｴ) 使用料・手数料・入館料の見直し 

     (ｵ) 市有財産の売却及び有償貸付けの推進 

     (ｶ) 基金財産の有効活用 

     (ｷ) 新たな使用料・広告料収入の確保 

     (ｸ) 病院事業会計の経営健全化に向けた取組 

 

イ 歳出規模の抑制 

     (ｱ) 補助金等の見直し 

     (ｲ) 投資的事業の計画的執行 

     (ｳ) 有償借地契約の見直し 

     (ｴ) いきいきパス（敬老・障害優待証）の在り方に関する検討 

     (ｵ) 生活交通の再編・見直し 

     (ｶ) 事務事業の見直し手法の検討 

     (ｷ) 地域開発事業における収支不足額の解消に向けた取組 

     (ｸ) 下水道事業会計の経営健全化に向けた取組     
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ウ 公共施設等マネジメントの推進 

     (ｱ) 公共施設等総合管理計画に基づく施設マネジメントの推進 

     (ｲ) 公立保育所等の適正配置 

     (ｳ) 一般廃棄物処理施設の適正配置 

     (ｴ) 地方卸売市場の運営の健全化の推進 

     (ｵ) 市営住宅の再編検討 

     (ｶ) 消防団施設の適正配置 

     (ｷ) 学校プール施設の集約化・共用化の検討 

     (ｸ) デジタル技術を活用した効果的・効率的なインフラマネジメントの 

推進 

 

 

(2) 財政運営の安定性・継続性を確保した予算編成    

ア 歳入の確保 

企業の誘致や産業の振興を図ることなどにより，将来にわたって安定的 

な税収入の確保に努めるとともに，国・県の予算編成との連動に十分留意

し，国・県支出金等を積極的に活用し，有利な財源の確保を図ります。 

 

   イ 経常的経費の縮減 

     新たな施策に重点配分を行うため，施設管理経費や既存事業の見直し等

を行い，経常的経費の縮減に努めます。 

   

ウ 投資的事業の計画的執行（再掲） 

緊急度・必要度を十分検討した投資的事業の計画的な執行により，市債

の借入れを抑制し，市債残高の縮減を図るとともに，交付税措置のある有

利な起債の活用に努め，将来負担の軽減を図ります。 
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（付録） 財政指標の用語説明 
  

【財政指標】 

 

・経常収支比率  

財政構造の弾力性を判断する指標で，市税・普通交付税を中心とする毎年

度経常的に収入される経常一般財源が，人件費・扶助費・公債費などの毎年

度経常的に支出される経常的経費に，どの程度充当されているかの割合を示

すものです。 

 

・実質公債費比率  

市の一般会計等の支出のうち，義務的に支出しなければならない経費であ

る公債費や公債費に準じた経費を標準財政規模を基本とした額で除したもの

の過去３か年間の平均値です。 

 

・将来負担比率  

市の一般会計等が将来的に負担することになっている実質的な負債に当た

る額（将来負担額）を把握し，この将来負担額から負債の償還に充てること

ができる基金等を控除の上，標準財政規模を基本とした額で除したものです。 

 

・財政健全化団体  

財政悪化の兆しがあると判断され，自主的かつ計画的に財政健全化を図る

ため，財政健全化計画を策定する取組が求められる地方公共団体のことです。 

 

・標準財政規模  

通常標準的に徴収し得るであろうと考えられる税収入額に，普通交付税の

額及び臨時財政対策債発行可能額を加えたものです。 

 


